３．６県春闘共闘学習総決起集会アピール
岡山県春闘共闘は、県総合福祉会館にて2011年春闘学習総決起集会を開きました。混迷する日本経済の立て直しと働く者の生活を守るためには、労働者の賃上げと社会保障制度の拡充、そして地域経済を担う中小企業や自営業者を支える社会の仕組みが必要になっています。しかし、国民の経済再生の願いに反して菅民主党政権は、大企業の法人税減税やTPP参加など輸出関連の大企業を支えるための仕組み作りに躍起になっています。一方で国民向けには、社会保障制度の連続後退と消費税の増税、農業など第一次産業の破壊をやむを得ないものとする宣伝を盛んに行っています。地域主権の名による公務員減らしと公共サービスの地方移譲、そして保育制度の市場化など、国の責任放棄ともいえる制度改悪や国民生活破壊の法案が通常国会で目白押しです。菅首相は動的防衛力の強化として、年間1900億円もの思いやり予算の5年継続や、米軍移転費用の日本側負担を何のためらいもなくアメリカに約束するなど、国民生活をよそに本末転倒の政権運営を続けています。
　

　集会参加の皆さん

　私たちは格差と貧困の解消と非正規労働者の増大に歯止めを掛ける運動を継続してきました。野宿生活を強いられる派遣労働者の支援と相談活動、最低賃金を引き上げる運動、派遣労働法を抜本改正するための宣伝と署名行動、公契約条例策定と自治体で働く非正規労働者の待遇改善を求める自治体キャラバン、そして労働相談活動の中で退職を強要された労働者に寄り添って雇用破壊を告発しながら、会社との交渉で昨年は2000万円にも及ぶ解決金を引き出してきました。しかし、今日の非正規労働者をめぐる状態悪化は深刻さを増し、2008年10月から2011年3月までの2年半の間に雇止めや解雇になった非正規労働者が全国で30万人に達し、岡山県では5661人になっています。今や、年収が200万以下の労働者が1099万人に達するなど、格差と貧困は拡大し続けています。

　集会参加の皆さん

日本経済に壊滅的な打撃を与える菅政権に即刻退陣を迫り、働く者と中小業者・自営業者が安心して暮らせる社会の実現に向けて奮闘しようではありませんか。その為には、内需中心の日本経済に切り替え、働く者の賃上げと労働時間の短縮で人間性ある生活を取り戻すことが必要です。日本の経済をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(むしば),蝕)む日米軍事同盟をなくして、世界の人々が平和の内に共存できる社会を実現しましょう。大企業とお金持ち優先の経済構造を抜本的に変えて、労働者派遣法など人間を物としか扱わない雇用制度を止めさせ、安全安心の働くルールをつくりましょう。一斉地方選挙も近くなってきました。地方選挙でも地域住民の立場に立った議会政治の発展のために、各自の信念と自覚にもとづいて奮闘しましょう。

　　　　　　　　　　　　　　　
2011年３月６日　2011年県春闘共闘3.6学習総決起集会
